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連結子会社である株式会社シェーンコーポレーションと株式会社Ｚ会との業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社グループは、当社の連結子会社である株式会社栄光（以下、「栄光」といいます）と株式会社増進会出

版社（以下、「増進会」といいます）において、平成21年12月29日付及び平成22年10月15日付で業務資本提携

契約を締結し、当社グループが強みとする対面教育・教材販売ネットワークと、増進会の100％子会社である

株式会社Ｚ会（以下、「Ｚ会」といいます）が創業以来強みとする通信教育や、成績上位層への教育ノウハウ

を融合し、顧客のニーズに対応した新しい教育サービスの開発を共同して進めており、現在、栄光とＺ会が、

顧客へのサービスの相互提供等様々な形で協働しております。 

今般、当該提携をさらに発展させるべく、当社の連結子会社である株式会社シェーンコーポレーション（以

下、「ＳＣ」といいます）とＺ会は、以下のとおり、英会話スクールの講座運営等の教育サービス事業におい

て、業務提携契約を締結することで合意いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．業務提携の理由 

ＳＣの主な事業領域である英会話業界では、企業の活動が今後一層グローバル化し、国内企業において

も英語を社内公用語とする動きが出てくるなど、英語の必要度が益々増してくることを背景に大学生、社

会人向け教育事業として市場拡大が見込まれております。また、震災後は経営リスクの分散を目的に企業

の海外シフトへの意欲が高まっており、海外勤務候補者に限らず社員全体の英語力底上げを目指す企業が

増えていることから、法人の研修需要が増加傾向にあります。さらに、経営のボーダレス化の進展から、

世界規模での人材育成や人材獲得の競争が本格化し、個人の立場においても英語運用能力の向上に対する

ニーズが強まっております。このため、幼少期からの英会話習得に対する関心も高まりを見せており、こ

うした市場への取り組みが業界においても急務となっております。 

上記を背景に当業界においては、個人・法人を問わず顧客獲得競争やサービス競争が繰り広げられてい

る一方、優れた教育を求める顧客のニーズはますます高まっており、顧客層の拡大及び顧客へのサービス

強化を目指し、近年様々なパートナーシップの構築がなされております。 

今回の業務提携はこうした英会話市場における自社マーケット拡大への取り組みの一環であり、法人研

修需要のみならず、幼少期から社会人に至るまで、個人の成長段階における様々な語学教育ニーズに的確

に応えることを狙いとしております。 

現在、ＳＣは、主に首都圏を中心に英会話スクール「シェーン英会話」の運営を行い、直営139教室、フ

ランチャイズ方式で41教室を展開し、生徒数は約２万名にのぼり、あわせて中国語レッスンや海外留学プ

ログラムを提供するなど、個人部門において成長を続けております。また、法人部門においても、100を超

える企業・学校・幼稚園へネイティブ講師を派遣し、法人顧客との取引でも、成果を上げております。 
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また、業務提携先であるＺ会は、創業以来の通信教育を中心に、首都圏・関西圏での対面教育事業及び

出版事業も加えて事業展開をしています。Ｚ会では、「本物の学力」の育成のため「百の聴講より一の実

践」をモットーに「実践への誠実なサポート」を提供し、難関校への抜群の進学実績を実現してまいりま

した。その結果、小中高生を中心とした顧客数は約21万名となっております。また近年は通信教育や学力

上位層への教育ノウハウを活かした、社会人向けの語学講座や公務員試験対策講座、各種資格講座など、

キャリアアップを支援する新しい教育サービスの開発・提供を進め、成果を上げております。 

両社は、今般の業務提携により、商品・顧客・サービスの相互活用、新規商材の共同開発等を行うこと

で、事業にシナジー効果が見込まれることから、それぞれのマーケットの拡大・成長や事業の効率化が期

待されます。 

 

２．業務提携の内容等 

①双方の持つ語学教育やキャリア教育のコンテンツ・教材・講師人材、教育ノウハウ、既存商品などを

協働させた、新しい教育サービスの開発・販促 

・キャリアアップコース（通信・通学）      

 ・TOEIC® 、TOEFL®、ビジネス英語       

 ・Ｚ会書籍の活用    

②双方の運営する教室の相互利用や共同活用による店舗付加価値の向上、生産性の向上、顧客への販売

チャネルの拡大        

 ・共同企画の実施         

 ・物件共有によるスペース有効利用と経費削減      

 ・英会話教室の併設         

③双方の協同での集客や、相互の送客による顧客数の拡大と顧客基盤の充実、強化 

 ・個人及び法人顧客ネットワークの相互活用      

 ・生徒・保護者・添削者への相互紹介       

 ・ホームページでの相互告知        

 ・法人顧客への講師派遣、通信講座セット販売      

④新たな語学学習コンテンツ・教材の共同開発と顧客層拡大     

 ・ＩＣＴ教材を含めた小学英語コンテンツ 

・語学資格コンテンツ        

 ・通信・オンライン講座コンテンツ        

 

３．株式会社シェーンコーポレーションの概要 

（１） 名 称 株式会社シェーンコーポレーション 

（２） 所 在 地 東京都千代田区富士見二丁目11番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 是枝 正隆 

（４） 事 業 内 容 

外国語学校（シェーンイングリッシュスクール）の経営 

書籍・教育図書・教育器材の制作、出版、販売及び輸出入 

留学センターの運営 

（５） 資 本 金 18百万円 

（６） 設 立 年 昭和58年 

（７） 
大株主及び持株比率 

(平成23年10月３日現在) 
株式会社栄光 100％ 
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４．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社Ｚ会 

（２） 所 在 地 静岡県駿東郡長泉町下土狩字柄在家105番地の17 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西村 稔 

（４） 事 業 内 容 
通信教育事業、首都圏及び関西圏の教室事業、出版事業、模擬試験

の運営 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 平成12年 

（７） 
大株主及び持株比率 

(平成23年10月1日現在) 
株式会社増進会出版社 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。ただし、当該会社の持株会社であ

る株式会社増進会出版社は、当社普通株式

6,032,500株（保有割合27.57％）を保有しており

ます。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。ただし、当該会社の持株会社であ

る株式会社増進会出版社は、当社代表取締役であ

る近藤好紀が取締役を兼務しております。また、

株式会社増進会出版社の代表取締役である加藤文

夫氏は、当社の連結子会社である株式会社エデュ

ケーショナルネットワークの取締役を兼務してお

ります。 

取 引 関 係
当社グループと当該会社は、教材の仕入れなどを

相互に行っております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。ただし、当該会社の持株会社である株式会社

増進会出版社は、当社の主要株主であり、連結財

務諸表規則第15条の４に定める関連当事者に該当

します。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（注1） 

決算期（注2） 平成21年１月期 平成22年１月期 平成23年１月期 

 純 資 産 17,823 17,575 18,688

 総 資 産 21,750 21,750 23,075

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 67,511 66,827 71,058

 売 上 高 21,088 20,276 20,084

 営 業 利 益 1,956 1,400 1,908

 経 常 利 益 2,086 1,505 2,476

 当 期 純 利 益 1,046 184 1,481

 １株当たり当期純利益(円) 3,962 698 5,631

 １ 株 当 た り 配当金(円) 1,400 1,400 1,500

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注1）株式会社増進会出版社と株式会社Ｚ会の連結の数値となります。 

（注2）平成23年より決算期を１月から３月に変更しております。 
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５．日 程 

   業務提携契約締結     平成23年10月11日 

 

６．今後の見通し 

今後、業務提携が進捗し、業績に重要な影響が見込まれる場合には、別途お知らせいたします。 

以 上 


